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　この図から読み取れるように、農村部では若年層にいくに従って、裾野が広がっていく典型

的な発展途上国型の人口構成になっているが、一方の都市部においては、10歳以下の人口が比

較的減少しており、人口発展段階からみて更に進んだ形となっていることがわかる。

　このような都市部と農村部の人口形態の違いについては、以下のような要因が考えられる。

・農村部では、まだまだ子供は「資産・宝」であり、重要な労働力でもあること、また児童

死亡率が高いことから、多産の傾向がある。

・都市部では、豊かな生活を求めて、少産化が進んでいる。

・農村部から都市部に仕事を求めて10～20代の移住がある。

(2) 民族構成

　メキ市が位置するドゥグダボラ地区は、オロミア州に含まれる。そのため、民族構成ではオ

ロモ族が圧倒的多数を占めており、地域人口の８割を占める。

　オロミア州全体でみると、圧倒的なオロモ族に続いて、アムハラ族が地域人口の１割程度を

占め、その他の多くの民族は地域人口の１％程度にも満たない勢力である。

　ドゥグダボラ地区においても、オロモ族が圧倒的多数を占めているが、一方で、ソドグラゲ

族の比率が、州全体では第２勢力であったアムハラ族よりも高く、この地区の民族構成の特徴

である。

表3-2　オロミア州及びドゥグダボラ地区の民族構成

　次に民族構成を都市部と農村部で分けてグラフ化すると、対照的な結果となる。農村部で

は、オロモ族が人口の８割以上を占めるオロモ族による擬似単一民族地区であるが、都市部で

は、オロモは３割強、アムハラは３割弱、グラゲ族は２割であり、３部族による均衡多民族地

区となっている。

オロミア州全体 ドゥグダボラ地区
族　名

人口 (割合) 男性 女性 人口 (割合) 男性 女性
　オロモ 15,709,474 85.0% 7,858,768 7,850,706 97,862 72.8% 50,163 47,600
　アムハラ 1,684,128 9.1% 833,274 850,854 11,130 8.3% 54,406 5,720
　ティグレイ 67,456 0.4% 33,759 33,697 1,027 0.8% 519 500
　セバトグラゲ 92,569 0.5% 48,247 44,322 1,242 0.9% 629 610
　ソドグラゲ 80,027 0.4% 38,909 41,118 17,651 13.1% 8,393 9,250
　その他 840,166 4.5% 427,451 412,715 5,542 4.1% 2,995 2,540
　合　計 18,473,820 9,240,408 9,233,412 134,454 68,105 66,300

出所：The 1994 Population and Housing Census of Ethiopia, Results for Oromiya Region



－23－

出所：The 1994 Population and Housing Census of Ethiopia, Results for Oromiya Region

図3-2　ドゥグダボラ地区の都市部と農村部の民族構成の比較

　本調査の対象となる地区は農村地区であり、オロモ族が絶対多数を占めている状況からみ

て、同地区においては、民族対立などの民族性に起因する問題が起きているとは考えにくい。

　現地調査中に、政府関係者や農民などを対象に、断片的に民族性に起因する問題について、

質問を試みたが、すべての答えが「農民には日々の生活が問題であり、民族は問題ではな

い。」「民族問題は政治家達の話で、一般人は意識してない。」など、民族間で深刻な対立や

開発の阻害が起きているという意見は得られなかった。

　しかしながら、民族問題はなかなか外部の人間にはとらえられずに大きな問題に発展する可

能性は常に存在するため、本格調査時には、十分注意する必要であることは否定できない。

　一方、宗教でみれば、都市部農村部で、一律にキリスト教コプト派が大きな勢力をもってお

り、都市部で91.8％、農村部で95.7％、が同信者である。

(3) 教育

　1994年の国勢調査によると、ドゥグダボラ地区の児童の登校率は、表3-3に示されるように

小学校レベル（７～12歳）でも10％以下であり、学校教育が行き届いているとは言えない状況

にある。

セバトグラゲ

セバトグラゲ
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出所：The 1994 Population and Housing Census of Ethiopia, Results for Oromiya Region

図3-4　識字率の都市農村間の格差

　現在、ドゥグダボラ地区には、小学校22校と中学校が３校、高校は１校が建設されている。

生徒数は、表3-3に示されるように、年々増加しており、特に小中学生の生徒数の伸びが著し

く、現地のインタビューでは、学校施設が生徒数の伸びに追いついていないとの声が聞かれ

た。

表3-3　ドゥグダボラ地区の修学人口の推移

　生徒数は年々増加しており、就学率は1999年には３～４割程度に上昇していることから、同

地区の教育水準は最低レベルからは脱したといえる。ただし、絶対数でみれば、小中学校の生

徒数（14,814人）は、３万人以上と推計される同地区の全児童数の半分にも達していない。

　また調査中に聞かれたことであるが、学校によっては、生徒を午前組と午後組に分けて、授

業を行っている学校もあり、特に農村部の子供にとっては農作業で学校に行けない日もあると

いう。統計上の数字のみならず、「就学」の定義をどのように考えていくのか、また教育の内

容についての吟味も、教育問題の実態を把握するうえで、今後の調査に必要なことである。

/年 1992/93 1993/94 1994/95 1995/96 1996/97 1997/98 1998/99
小・中学校 2,751 3,196 2,894 5,272 7,501 10,094 14,814
高　校 287 338 299 264 278 278 313

出所：Wereda Education Department, Meki 1999

表 3-3 とは数字が異なるがこれは出所が違うためである。

ドゥグダボラ
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(4) 保健医療

　ドゥグダボラ地区において、10大疾患というと、マラリア、呼吸器系疾患、腸内寄生虫、下

痢、皮膚病、眼底炎症、性的伝染病、事故、胃炎、扁桃腺炎である。これらの疾患にかかった

人口は25,129人で、患者全体37,123人の67.7％になる。

下は同地区の保健医療施設の概要である。

表3-4　ドゥグダボラ地区の保健施設の概要

　これらの指標から保健施設及び医師の数が、絶対的に不足していることが読み取れる。ま

た、施設も老朽化が激しい箇所やまったく機能していない施設もあるということも聞かれた。

これらの老朽施設の改善については、資金源のめどがまったく立っていないとのことであっ

た。

　一方で、母子保健教育や保健衛生教育などの資金のかからない保健活動が、地区保健局の主

導により、機能しなくなったクリニックの跡地を利用するなどして行われている。

(5) 産業構造

　産業の中心は農業であり、農業生産物を中心として、産業構造が形づくられているのはエ

ティオピアの他の地域と同様である。しかしながら、農民によって生産された作物は、その大

部分が農民自身の食料として消費されてしまう「自給自足」の状態というのが現実であり、金

銭が流通し、農業企業家精神が先導するような産業構造には成熟していない。オロミア州農村

部の就労人口の半数が、無給の家族労働者というデータにも垣間見られるように、その農業の

大部分は、家族単位の農業であり、伝統的な農業手法に頼り、必ずしも効率的なものではな

く、天候に大きく左右され、産業としての発展性はみられない。一方で、少数ではあるが、ポ

ンプによる灌概農業で野菜づくりをする農民がおり、またある投資企業が灌概農業を投資運営

しているという情報も聞かれたこともあり、産業化の萌芽が感じられる側面もある。

施設／職種 数／人数 一単位に対する人口
　医療所 5 30,453
　病　院 1 152,263
　薬　局 5 30,453

　医　師 1 152,263
　看護婦 4 38,066
　保健士補 14 10,876
　衛生専門家 1 152,263
　薬剤師 1 152,263
出所：Wareda Health Department, Meki.1999
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(6) 農村生活

１）農村道路

　主要道路としては、メキ市を南北に貫く形で国道６号が走っており、首都アジス・アベバ

と南の都市アワサを結んでいる。この幅員20ｍ程度のアスファルト舗装道路は、部分的に破

損している箇所が見られるが、現在舗装工事中であり、状況は改善される方向にある。

　その他に、メキ市から北西、西、及び東に各１本ずつの主要な農村道路が放射状に伸びて

いる。これらは、メキ市と各小規模村落を結ぶ重要な道路であるが、舗装されておらず、砂

利もしくは土がむき出しになった状態であり、路面がでこぼこで、雨期には埋没してしまう

箇所もあると推察される。また、地図にも表されていないような生活道路が各村落を結んで

おり、これらは幅員も狭く、道路状況は更に悪い。

２）飲料水

　メキ市には４つの井戸があり、現在では２基が稼働中である。地下水脈は浅く、地下28～

30ｍであるが、実際はフッ素化のため、年々深化している。

　同地区内には、全部で94の井戸があり、全人口の74％（112,475人）がその恩恵を受けて

おり、全国レベル16～20％から比べると飲料水の供給状況は良好である。

　ただし、都市部と農村部では差があり、1994年の国勢調査のデータによれば、農村住民の

半数が川や湖から飲料水を得ている現実がある。

出所：The 1994 Population and Housing Census of Ethiopia, Results for Oromiya Region

図3-5　ドゥグダボラ都市部及び農村部の飲料水の水源

３）電気/通信

　表3-5に示されるように、都市部において電気は、７割の家庭に普及しており、またラジ

オなどの電気機器の普及も広がっている。
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表3-5　メキ市における電気機器の普及率

　しかしながら、農村部においては、まだ電気が全く来ていない地域がほとんどであるとい

うことが、調査中に聞かれた。

４）家屋

　「産業構造」で述べたように、同地区では、食料の自給自足率が高く、貨幣中心の経済が

まだ発達していない。そのような状況で、かつ賛沢品なども存在しない地区において、家屋

に賛を尽くすというのが、傾向として見聞きされた。

　表3-6は、家屋の屋根の材質を都市農村間で比較したものである。比較的裕福な都市部に

おいては、家屋の屋根の８割が鉄製であり、農村部では反対に８割がわらぶき屋根となって

いる。

表3-6　ドゥグダボラ地区における家屋の屋根の材質

　勿論、わらが手に入りやすい農村部において、わらぶき屋根が多いのは、必然である。し

かしながら、現地調査では、裕福な農家は鉄製の屋根にしている傾向は、所々で目にされた

し、またインタビューからも、農民が裕福になると家、特に屋根にまずお金を使うという傾

向も聞かれた。よって、鉄製の屋根は、貧富の１つの尺度として注目されるものである。

(7) 土地所有

　1975年の社会主義革命以前は、大地主が所有する土地を小作人及び農業労働者が耕作をし、

収穫高の一部を地主に納めるという典型的な地主制度が成立しており、地主のほとんどは支配

種族であったアムハラ族出身のものが多かった。しかし、革命以降、地主制度及び土地の個人

所有は廃止され、土地は国家の所有とされた。

家屋数 普及率
電　灯 3,336 77.5%
ラジオ 1,406 32.7%
テレビ 110 2.6%
電　話 152 3.5%

出所：The 1994 Population and Housing Census of Ethiopia, Results for Oromiya Region

鉄　製 わらぶき 木と土 アシ・竹 その他
都市部 4,824 951 10 0 53
農村部 2,102 18,195 54 342 1,440
合　計 6,926 19,146 64 342 1,493
出所：The 1994 Population and Housing Census of Ethiopia, Results for Oromiya Region
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　農地開放により、各農家に最大10haの土地分与が実施されたが、実際は耕作地が５haを超え

る農家は少なく、平均1.5ha程度が割り当てられている。特に調査対象地区であるメキ市周辺

では、現在、一農家平均、0.25haでしかない。これは、土地の使用権が、代々の遺産として、

子孫に分割される慣例があり、また土地の再構成に関しては国家の介入が難しい状況があるた

めである。

　土地は国の所有物であるが、土地の使用権は行政組織の最下層組織であるPeasant Associ

ation（以下PA）に管理が委任されている。上級組織であるWeredaもしくは、Zone（圏）レ

ベルの行政組織は、どの土地がどのPAの管理下にあるかは把握していても、PA内における土

地使用権の個人べ一スヘの配分は、PA内の調整により、関係者協議の上で実施されており、

また個人の土地登記もPAにより管理されている。

　DA：Peasant Associationは、1975年革命以前の地主制度の枠組みを基本として、成り立っ

た経緯があり、Federal（連邦）＞Regional（州）＞Zonal（圏）＞District（Wereda、地区）

＞PA（農民会）またはTown Dwellers Association（市民会）、と続くヒエラルキーのなかに

ありながらも、独自の立場を保っている。Districtレベルまでは、農業、保健、教育などの管

理局によって構成される役所組織であるが、PAは、選挙によって選ばれるリーダーとコミッ

ティーが政治決定権をもつ村組織に近い組織である。土地の配分の調整や徴税の直接的な実施

機関となっているため、農民にもっとも近い存在であり、特に土地配分の調整に関しては、PA

内の聖域との感がある。
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(8) 組織

　聞き取り調査から、調査対象地区の組織は以下のものがあることが判明した。

①Peasant Association (Town Dwellers Association): PA

②Farm Group

③Fishery Group

④Social Group

　Peasant Association（農民会）もしくはTown Dwellers Association（市民会）とは、行政

組織の最下層組織であり、すべての住民はいずれかのAssociationに登録していなければなら

ない。基本的には徴税の実施機関であり、また保健教育など、政府によるサービスを直接実施

する窓口でもある。現在、ドゥグダボラ地区には、53のPeasant Associationと、５つのTown

Dwellers Associationがある。平均的なPeasant Associationは、約400戸の農家によって構成

され、また約100haの農地を有する。

　Farm Groupは、灌漑水利組合であり、１つのPeasant Associationのなかで、灌概に興味

のある農民によって組織される。組織化のプロセスとしては以下のようになる。

図3-6　Farm Group（水利組合）の組織化

　OIDAによる調査の前に、灌概農業を希求する農民が自主的にグループを作り、OIDAに調

査を要請することもある。

　組織されたFarm Groupに対して、OIDAは灌概施設（主にポンプ施設）建設のための資金

源を求めるため、政府または海外NGOに対して、資金協力要請を出す。

OIDAによる

ポテンシャル把握調査

水利地域の確定

灌漑参加希望農民

の募集と選定

Farm Groupの組織化

（Water users Association）

最低５名以上の農民の参加を

つのり、Committee づくりの

働きかけ、代表の選出を行

上記 Committee を基に組織

化。この時点から OIDA は

Technical Survice を与える。
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　資金のめどがつくと、OIDAが灌概用水路及び関連施設の設計をして、灌概施設が建設され

る。そして、Farm Groupに対して、OIDAがオペレーション、マネージメント及びメンテナ

ンスに関して、トレーニングとアドバイスを行う。各Farm Groupに、長、秘書、財務及び２

名のメンバーから成る理事会があり、この理事会に対して、OIDAが直接サービスを実施す

る。

　利益が発生したら水利費を徴収し肥料、農薬、種子等の共同購入を実施する。

　土地使用権の再配分をすることもあるので、通常は、２つ以上のPeasant Associationをま

たがってFarm Groupが組織されることはない。

　現在、メキ市が位置するドゥグダボラ地区は、13のFarm Groupが組織されている。

表3-7　農民組合の名称、加入農家数、耕作面積、ポンプ施設の資金源

　資金源でみると、「Self  Help International」（本部アイルランド）に代表される海外NGO

がほとんどであるが、これはポンプの購入費であり、ガソリンなどの費用やメンテナンス費用

は、農民自身の拠出でやりくりされている。

　Farm Groupは基本的に水利組合及び施設管理組合であり、生産や出荷は個々の農家が行っ

てる。日本のJAのような共同購入及び出荷を行う組織は存在していなく、灌概に関しても、

例えば灌概ポンプも自分の使用する分だけガソリンを入れて終わったら残りは回収するなど、

農業集団組織としての性格は弱い。農民組織の育成は、農業の生産性の向上と農産物の有利な

販売を図るうえで大きな課題である。

組合名称 男性家長 女性家長 面積（ha） 資金源
Lega Meki1 10 -  27.75 NGO
Wayyo Gabrie1 19 5  13.75 NGO
Tuchi Dembe1 16 -  15.25 NGO
Dodota Dembe1 21 -  13.00 NGO
Me1ka Kerma 28 9  16.63 NGO
Me1ka Abagodana 18 2   7.25 NGO
Me1ka Cherecha 34 -  14.12 NGO
Jara Wayu 20 5  26.00 NGO
Baka1e Girissa 77 3 106.86 政府
Teppo140 N/A N/A   6.00 NGO
Oda - 37   5.OO NGO
Che1e1eka Dembe1* 34  11.00 NGO
Wa1da Ka1ina* N/A N/A N/A N/A
Tota1 267 61 239.00
出所：Co-operative Department, Meki,1999

* Co-operative Department との接触がないため、データがない。
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　Fishery Groupは、メキ市東南部に位置するZiway湖（ナマズ、フナが生息している）で、

関連漁業従事者が組織した組合であり、現在５つの組織がある。しかしながら、その名称、人

数、活動などについての詳しい情報は調査期間内に得ることはできなかった。

　Social Groupとしては、Edir（イディル）とMahbir（マハビル）と呼ばれるものがある。

Edirは、葬式費用を負担しあう共済組織である。月５ブルほどの積立で、通常1000ブルほどか

かる葬式費用を補完する。またMahbirは、語源は大きな意味でAssociationのことであり、通

常は宗教の同じ人々が集まり、宗教上の催しを開催したりするグループである。このような社

会組織は、農業繁忙期に、お互いに助け合うような関係に発展したものもある。

(9) 伝統・慣習

　調査対象地区のみならず、エティオピア国全体に当てはまることであるが、ここでの村社会

は、年齢階層社会である。同じ年齢層が１つのグループとして、集団意識をもっており、その

年齢層による社会構造のなかで最年長のグループが「ジャルソ」（長老）と呼ばれ、もっとも

尊敬され、かつ影響力をもつグループである。

　ジャルソ内では、単独のリーダーはおらず、例えば水資源水利担当、結婚儀式担当、土地担

当、と分野別に別々のジャルソが存在する。

　ジャルソは住民の意識のなかに存在する「決まり」であり、月ごとの会合など実態としての

システムはなく、基本的に社会のなかで相対的な慣習として存在する。つまり、各農民の間で

「彼が何の担当ジャルソである」との共同認識のうえで成り立っているシステムであり、外部

のものには把握が困難である。

　シャルソシステムが顕在化するのは、ほとんどが何か問題があるときで、例えば、土地の区

分けに対して、農民間で衝突が起きた際には、各土地担当ジャルソが出て来て、合意し、問題

を収束させる。ジャルソの判定にそむくものは、いわゆる「村八分」状態になるため、その判

定は非常な影響力をもつ。

　殺人事件でさえも、農民はジャルソの判断を求め、農民の間で和解が成立したという話も聞

かれた。これほど、シャルソシステムは民間の問で、大きな意味をもつ。

(10) WID/GID

　女性の役割について、農村部と都市部で大きな開きがある。

　農村部では、女性の仕事として、「料理」「水汲み」「雑草取り」「ゴミ捨て」「薪がり」

「子供の世話」があり、男性の仕事は「力のいる農作業」と「家計の配分」があげられた。こ

の「家計の配分」つまり財布のヒモは男性が握っているという状況から、男性の力が非常に強

く、男性社会であることが推察される。
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　農村部に比べて、都市部では夫婦が協力して、家事などを共同でしている傾向にある。しか

しながら、家計の配分やその他家族のルールなどは、まだ男性の意見が強いようである。

　識字率においても、女性は男性よりも低く、特に農村部における女性の識字率は５％であ

り、絶対数でみても深刻な問題となっている。

出所：The 1994 Population and Housing Census of Ethiopia, Results for Oromiya Region

図3-7　都市部と農村部の男女の識字率

(11) 住民の開発ニーズ

　不安定な天候に左右される天水農業を営む農民にとって、灌概による農業用水の確保は、土

地のポテンシャルを十分に生かし、生活を安定させるための最重要課題である。また、市内に

おいても水道施設がまだ十分に整っておらず、共同水栓を使用したり、遠い水源から運搬した

りして日々を暮らしている。水質についても、地下水の高フッ素化が進み、飲み水の確保は更

に難しくなっている。このように、「水」というテーマは、都市と農村を越えた開発課題とし

て、重要な位置を占めている。

　水以外の問題については、更なる調査が必要であるが、断片的に聞いたところによると、特

に女性にとっては製粉所が遠い、育児のための牛乳が手に入らない、栄養が偏っている、が問

題であり、男性にとっては、学校や診療所が遠い、農耕地が狭い、道路状況が悪い、などの声

が聞かれた。
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３－２　農業

(1) 土地利用

　メキ地域のあるドゥグダボラ地区における土地の利用形態は以下のとおりである。

表3-8　土地利用形態（1998～1999）

　土地の38％が耕作地、25％が牧草地として利用されており、土地の利用率は高い。このこと

は、メキ地域が分類されるサバンナ気候（メキ地域の年間降雨量は約700㎜）の植生である灌

木地を過剰に開墾し、農地として利用している結果であると考えられる。

　メキ地域の地形は非常に平らで日射量も多く、灌漑用水の設備が整えば、かなりの農業生産

のポテンシャルを持っている地域である。

メキ川の流域やZiway湖の近くでは、メキ川やZiway湖の水を利用する灌漑農業が行われてい

るが、農業生産のほんどが雨期（６～10月）の降雨に依存する天水農業である。このため、乾

期には何も栽培されておらず、メキ地域特有の強風によって、表土が吹き飛ばされ土壌浸食が

起きている。さらに、住民による燃料用としての樹木の伐採や牛による過剰な耕起等によっ

て、緑地の喪失が顕著であり、耕作地の減少、砂漠化が危惧される。

　ナザレ近郊で実証試験を行っている笹川グローバル2000（SG2000）のスタッフは、耕地保

全のために不耕起栽培の可能性を検討していた。メキ地域においても、不耕起栽培や防風林の

育成によって、積極的に耕地の保全を図っていくことが求められている。

(2) 土壌

　メキ灌漑地区の土壌は、大部分Black Cotton Soil（黒綿土）に分類される土壌である。土

壌は肥沃であり、適量な水さえあれば、農業生産のポテンシャルは高い。しかし、排水性が悪

く、雨が降ると長期間ぬかるむ一方で、乾燥すると岩のように固まり、ひび割れを起こす種類

の土壌であるため、耕作には若干の困難があると思われる。

　前述したように、メキ地域特有の強風、非常に平らな地形及び過剰な耕起等のために、表土

が吹き飛ばされている。しかし、まだ、表面に石や岩が表れるような状態ではない。防風林の

面積(ha) 割合(%)
耕作地 55,163 38
耕作可能地 12,887 9
牧草地 36,700 25
灌木地 20,191 14
湖 13,039 9
その他 8,821 6
合計 146,801 100
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図3-8　メキ地域の土壌図

Addis Abba

Ziway Lake
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設置や乾燥に強い植物を植えるなどの耕地保全のための早急な対策が求められる。

　なお、メキ地域の土壌図（FAO-UNESCO、１：5,000,000）を図3-8に示す。

　

(3) 農業生産

１）天水農業

　農業生産のほとんどが雨期（６月～10月）の降雨に依存する天水農業である。主に、テ

フ、小麦、トウモロコシの主要穀物をはじめとして、大麦、ソルガム、豆類が栽培されてい

る。

表3-9　主要穀物作付面積（ドゥグダボラ地区 1999）

　雨期が早い年は小麦、トウモロコシ、遅い年はテフを栽培するというように、計画的な作

付けは行われてはいない。

　テフはインジュラ（エティオピアのパン）の原料となるほかに、そのわらは飼料及び建築

資材として高値で取り引きされている。しかし、テフは発芽が不安定であり、キビのような

テフの実は脱粒性があり収穫しづらいことから、価格の有利性（トウモロコシ：150ブル/

Quintal、テフ：245ブル/Quintal）にかかわらず、積極的に栽培はされていない。

　SG2000では収量性の高いハイブリッドのトウモロコシが栽培されているが、一般の農家で

はハイブリッド品種は高価で購入できないため、在来品種を栽培している。

　降雨量が不規則であり、また、十分な病害虫防除ができないために、豊凶の年次間の変動

が大きい。特に、近年の少雨傾向のために、収量は減少しており、1999年のトウモロコシ生

産では小雨のために作付面積の約15％でしか収穫ができていない。

　メキのあるドゥグダボラ地区の人口は約15万人（1999年）で、穀物生産（1999年）は約７

万トンであるため、１人当たり450㎏となり、この地域の食料の総量が不足しているとはい

えない。

　現地を良く知るOIDA職員からの聞き取り調査により、一般的な農家をイメージして、図3-

10に示されるような農業カレンダーを作成した。

　これによると、７月から始まる雨期の期間に集中して農作業を行い、11月から２か月間の

収穫期を通して作物を収穫した後は、それをほそぼそと食いつなぎながら、次の雨期を待っ

作付面積(ha) 収量（平年値）(kg/ha)
テフ 15,745 700(1,200)
小麦 15,345 2,200(3,200)
トウモロコシ 14,610 1,600(4,000)
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図3-10　ドゥグダボラ地区の農業カレンダー（一般的な天水農業従事者）

雨 期
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ている農民生活の実態が浮き彫りになっている。

　農閑期には、砂採掘場や工事現場などでの日雇い工夫（日当10ブル）として働き、それで

も食物が不足がちになる収穫期前には、成長前のトウモロコシ（青トウモロコシ）を食べた

り、売ったりしながら、収穫期までもちこたえる。

２）灌漑農業

　灌漑農業は、Ziway湖周辺とメキ川流域で855ha（1999年）行われている。Ziway湖周辺で

は、社会主義政権時代に北朝鮮が援助した灌漑施設を利用し、その他の地域では、メキ川か

らポンプで汲み上げることにより灌漑をしている。

　灌漑農業では、トウガラシ類、トマト、タマネギ、スイカをはじめとして、キャベツ、ナ

スなどの比較的乾燥に強い野菜やマンゴー、バナナなどの果樹が栽培されている。野菜は年

に２～３回栽培されるが、需要の高い作物を作るということは考えられていない。また、野

菜に関する需給関係の市場調査は、行われていない。

表3-11　主要野菜の作付面積（1999）

　日射量が多く、昼夜の気温差もあるので、灌漑用水さえあれば品質のよい野菜ができるこ

とが期待される。しかし、全般的に栽植密度が高く、また、トマトでは青枯病のような土壌

病害が発生しているなど、適切な栽培管理技術が普及しているとはいえない。

　蒸散量が多いため、塩類集積による土地の劣化が懸念される。実際にZiway湖周辺では、

既に塩類集積が起きている箇所がある。灌漑農業を行っている地域、これから行う予定の地

域では土壌分析などの適切な措置をとり、塩類集積の対策が必要である。

　また、作物が比較的限られているため、連作障害のおそれがある。連作障害に対しては、

普及員が的確なローテーションの指導を行っているとのことである。

３）畜産

　天水農業と組み合わされた山羊、牛の放牧による畜産である。牛は主に労力として用いら

れており、また農民の資産として考えられている。牛、山羊のミルクは自家消費されてお

り、余剰はバターなどに加工される。

作　物 作付面積(ha)
トウガラシ 405
トマト 128
タマネギ 7
スイカ 16
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表3-12　家畜の頭数（1998～1999）

　飼養形態は放牧が中心である。牧草地の面積は36,700ha（表3-8）であるが、牧草地は貧

弱であり、生産力が低いために、家畜数を維持できていないのが現状である。そのために、

家畜がわずかな緑を食べ尽くしている。

　また、水飲み場の確保も重要な問題であり、灌漑用水の利用が期待される。

今後は収量の多い優良な牧草地の育成とともに、優良な家畜品種の導入により家畜数の適切

な管理が重要である。

(4) 農業資材

１）農業機械

　トラクターの商業的なレンタルサービスがあるということであるが、レンタル料が高く、

一般の農民には手が届かない。多くは牛による耕起であり、作業を効率的に行うためには、

牛をペアで保有すること、すなわち、２頭以上持つことが重要で、65％の農家が２頭以上保

有している。また、このことが農民のステータスシンボルにもなっている。現地調査した３

月下旬は、小雨期に入る前であったこともあり、牛のレンタルがメキの町の広場で行われて

いた。

２）肥料

　化学肥料は約７割の農家で使用されているが、肥料が政府の配給から自由市場での売買に

移行したこともあり、一般の農民には十分に使用できていない。また、農業生産のほとんど

が天水に頼っているため、肥料効率はよくないと考えられる。

　野菜などの園芸作物の場合は、肥料をより効率的に生産に結びつけるため、生育段階に応

じた適切な施肥など、きめ細かな施肥管理技術が求められるが、そのための栽培指針はまだ

確立されていない。

頭　数
羊，山羊 290,917
牛 194,081
馬 15,702
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　有機物を投入し土づくりをすることが農業生産の基礎であるという西欧式農業の考え方

が、アフリカのような高温地帯において通用するかは疑問である。その点で、SG2000プロ

ジェクトにおいて、化学肥料を積極的に利用することにより、穀物の収量を飛躍的に上昇さ

せたという実証試験は、化学肥料等による環境負荷を軽減させるという先進国の農業方針と

は相容れないが、アフリカ農業の今後を考えていくうえで、注目すべき試みであり、今後の

展開が期待される。

　対象地域は高温により肥料の分解が早いため、施肥量は多くならざるを得ず、先進国がめ

ざす持続型農業とは相反する。しかし、SG2000の実証例が示すように化学肥料による生産

性の向上に対する期待は大きい。

３）農薬

　雑草や病害虫は農作物に壊滅的な被害を及ぼす。病害では、小麦のさび病、トマトの青枯

病、害虫ではイナゴなどのバッタ類が問題となっている。

　除草剤は一般的に使用されているが、病害虫に対する農薬は入手しづらく十分に普及して

いない。少ない農薬を効率よく使用するために、発生予察技術等の耕種的防除を含めた総合

的な防除体系の確立が望まれる。

　なお、残留農薬などが健康や環境に与える問題はまだ発生していない。

(5) ポストハーベスト

　農産物に関しては、収穫後の貯蔵や加工管理ということはほとんど行われていない。貯蔵施

設も簡易なもので、かなりの収穫物のロスが推測される。

(6) 市場・流通

　穀物は需給関係に応じて市場で価格が決定され、売買されている。

　しかし野菜に関しては、アディス・アベバから来た仲買人が農民から直接買い付けていくと

いうことである。野菜は貯蔵ができないために、農民は仲買人の言い値で売らざるを得ず、市

場が形成されているとはいえない。例えば、タマネギは、キロ当たり0.2～0.5ブルで仲買人が

買ったものがアディス・アベバでは2.5ブルで販売されるなど、適切な価格形成が行われてい

るとは言い難い。このため野菜の売値は安く、農民の収益性は低い。

　今後は、日本のJAのような、共同出荷体制などの農民の組織づくりが必要である。首都近

郊では、すでに農民組織による共同出荷体制ができ上がっているが、社会主義政権時代の集団

農場のイメージが払拭されておらず、まだ農民組織が受け入れられるには時間がかかりそうで

ある。

　メキから首都までは約130㎞であり、現在道路整備が進んでいる。また、途中にはナザレの
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町があるために、流通システムを確立することにより、より有利な市場へ出荷することが可能

になると期待される。

　野菜は流通中のロスがかなりあると推察される。各農家はトラックなどの輸送手段を持ち合

わせておらず、この意味でも共同出荷体制の確立が望まれる。冷蔵輸送は無理としても、収穫

したその日に市場で取引される体制をつくることにより、流通中のロスが軽減されることが期

待される。

(7) 試験研究

　農業関係の研究機関はOIDAには存在せず、農業局（Bureau of Agriculture）のなかに存

在している。人手不足のために、作物の品種改良は十分に行われていない。試験研究機関に

は、品種改良のほかに、品種比較試験や施肥試験などが期待されている。灌漑農業を推進して

いくためには、OIDAと農業局との密接な連携が必要である。

３－３　農業農村基盤

(1) 対象地域の自然資源

１）地形、気象及び地質等の現況

　対象地域は、首都アディス・アベバから南へ130㎞、標高1,700ｍ程度のリフトバレー内の

比較的肥沃な平地に位置する。降雨は短期間（６月～９月）に集中し、年間700㎜程を記録

する。気温は年間通じて平均18～22℃程度、湿度平均70％程度、日照時間は８～10hr/day程

度（ただし、雨期は６～８hr/day程度）、風速は平均２～３ｍ/ｓ以下である。対象地域の

中心を北西から南東方向へメキ川が流れ、最終的にZiway湖に注いでいる。Ziway湖にはメ

キ川のほか、東側からKetar川が流入しており、メキ川より流量は多い。また、Ziway湖か

ら南方のAbiyata湖へBurbula川が流れている。

２）メキ川の現況

　調査時期が乾期であり通年より降雨が少なく、メキ川の水量は、メキ町の橋梁地点の量水

板では計測不可能であった。おおむね1.0m3/sec程度以下の流量が確認できた。ただし、観測

体制等の状況について不明確な点が多く、データの根拠を明らかにする必要がある。

　参考まで、WMERDPより入手したメキ川（橋梁地点）、流量データを表に示す。

３）メキ側上流部ダムサイト候補地点の現況

　ダムサイトの候補地は、図3-9で示した地点が妥当と考えられる。現地を確認したとこ

ろ、高さ20ｍ、長さ50ｍ程度のダムが可能である。基礎の状態はかなり風化が進んでおり、

また黒色泥岩等が一部露出しており、あまりよい基礎とはいえない。貯留量及びダムの規模

決定において検討が必要である。
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４）農業用水の利用状況

　農業用水の利用率については、具体的に把握できないが、メキ川の水量等を考慮すれば利

用率は極めて低いと推察される。

　メキ川からの直接取水の実態調査及びZiway湖からの利用状況等について、今後把握して

いくことが重要である。

(2) ドゥグダボラ地区の灌漑農業の概要

　OIDA職員からの聞き取りによると、対象地域が属するドゥグダボラ地区の灌漑農業の概要

は次のとおり。

(3) メキ川の開発及び水利権

　灌漑事業のための取水であれば、関係機関（WMERDP等）との調整はOIDAが中心となり

実施する。しかし、事業地内における水利用については土地（3-7(7)及び(8)土地利用参照）

と同様に農民間（PA内）で調整され、OIDAは農民（PA）に対して助言を行う程度にとどま

る。なお、OIDA自身大規模な灌漑事業の例はなく、調整方法及びOIDAの能力について確認

が必要と思われる。また、メキ川開発・取水に伴う下流Ziway湖の水量、漁業権等の調整につ

いて確認が必要である。

(6) 地形図、地質図、土壌図について

　対象地域における地形図（1/50,000）は、Mapping Authorityにて購入可能である。また、

地質図、土壌図等については、入手先を確認する必要である。

(7) 農業基盤と生活基盤の現況

１）９号線よりメキ側上流部

①　農業生産基盤施設

　テフ、トウモロコシ、小麦等の天水による伝統的な農業が行われている。農地は非常に

備考
総面積 146,000ha
耕作面積 55,900ha
灌漑可能面積 5,250ha
既存灌漑面積 904ha
Individual Farmer 616ha 0.25ha/１人
Investor Farmer（Private Farmer） 169ha ２組織
Comparative 119ha 11 Comparative

Water Resource Association ４組織
Meki River，Ziway
Lake，Ziway下琉の
Lake，Awawh River
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肥沃かつ平坦な状態である。しかしながら、そのほとんどが天水に依存しているため生産

性は悪いものと推測される。一部メキ川からポンプφ50㎜、Ｈ＝10ｍ以下程度で灌漑を実

施しており、タマネギなどの野菜が栽培されている。また、肥料については投入の形跡は

ない。ポンプについては、ほとんど個人所有である。

②　農村生活基盤施設

　道路についてはある程度整備されているが、給水用施設が不足しており、確保が必要で

ある。また、衛生施設（医療施設、集会所）なども不足しているとのことであり、灌漑開

発と一体的な整備が必要と考えられる。９号線沿いの給水施設（風車による給水）を１箇

所調査したが、地表から30ｍ程度までは塩分及びフッ素の影響があり、飲用に適さないと

のことである。

２）９号線よりメキ側下流部（Ziway湖周辺）

①　農業生産基盤施設

　Ziway湖からメキ川へ用水の反復利用（用水機場）により、タマネギなどの灌漑農業が

行われている。

　北朝鮮の協力によりZiway湖からポンプアップして3,000haを灌漑するState Farmが計

画された。揚水機場には９台のポンプが建設（揚水量は約10ton/sec程度と見積もられる）

され、現在２台が稼動可能である。また、水路については、揚水機場からメキ川に至る部

分のみが建設され、揚水された水は最終的にメキ川に注がれている。同水路により灌漑可

能とされる1,500haの農地のうち約700haで灌漑農業が行われている。またメキ川近傍の農

家は、メキ川からポンプ（φ50㎜、Ｈ＝５ｍ以下程度）で灌漑している。

　用水機場のランニングコストについては、同施設を利用している農民組合が各自のポン

プ運転時間や稼働日数の割合に応じて燃料代等を分担している。

②　農村生活基盤施設

　道路についてはある程度整備されているが、飲料水の確保、衛生施設（医療施設、集会

所）等の施設がほとんど見受けられなかった。農地の周辺にはアカシアの木が茂ってお

り、土壌浸食防止にも役立っていると思われる。

３）９号線よりメキ側下流部（Ziway湖周辺以外）

農業生産基盤及び農村生活基盤施設ともに、ほぼ９号線よりメキ側上流部と同様の状態であ

る。

(9) 土壌浸食

　本地域の土性、風の影響及び耕作の状況により土壌浸食の影響は大きいと考えられる。今後

土づくり、防風林（アカシア等を植える対策）不耕起栽培等を展開していく必要があると思料

される。メキ側下流部において、一部アカシア等の防風林対策が実施されている。
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３－４　対象地域における先方関連政策、事業の概要

(1) 上位計画の位置づけ

　農業がGDPの42％、雇用の75％を占めるエティオピアでは、農業開発主導による工業化戦

略（Agriculture Development-Led-Industrialization）が、長期的な発展戦略として位置づけ

られており、農業は最重要セクターである。また全農民の85％を占める農村の小規模農家を主

眼においた、農村を中心とした開発プログラム「Rural-centered development program」を

短期的な開発計画として位置づけている。そのなかで、開発計画の解決すべき課題として、以

下のものがあげられている。

１）改良品種、肥料、害虫駆除剤の配布

２）小規模灌概の推進

３）畜産業の改良

４）自然環境の保全

５）土地利用方法の改善

６）農作物市場の設立

７）民間セクター開発

８）経済・社会インフラの整備

９）農民グループの設立

(2) 環境保全の取り組み

　エティオピアはラムサール条約には加盟していないが、国際条約では、「世界文化財及び自

然遺産の保護に関する条約」（1972年）、「絶滅危機種保護条約」（1973年）、「オゾン層保

護条約」（1988年）、「越境廃棄物とその処理の管理に関する条約」（1989年）、「生物多様

化に関する条約」（1992年）、「気候変動に関する条約」（1992年）、「アフリカにおける早

魅と砂漠化に対抗する国連条約」（1994年）、を署名及び批准している。

　エティオピアが現在直面している環境問題のテーマは、「森林破壊」、「過放牧」、「土壌

浸食」、及び「砂漠化」である。既に、エティオピアは憲法第92条において、次のように環境

保全に対する姿勢を明確化している。

①　プログラムとプロジェクトの計画及び実施は、環境を損傷もしくは破壊するものであっ

てはならない。

②　環境政策及びそのプロジェクトの計画と実施は、その影響が及ぶ人民の十分な参加に

よってなすべきものである。

　しかし実際には、環境保護が世界的に叫ばれ始めた1990年から実質的な環境保全のための取

り組みが始まり、1997年４月に環境保全の基本姿勢を示す「エティオピア環境政策」（Etkmo
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plan Environmental Pollcy）と、その実現化の方策を示す「エチオピア保全戦略」（Conse

atlon Strategy of Ethlopia）が制定された。その内容は以下の５つの項目からなっている。

①　国内の資源べ一スの現況

②　環境及び天然資源管理に関する政策と戦略

③　行動計画

④　制度的枠組の調整

⑤　投資プログラム

　環境保全政策の策定は、国レベルでは環境保全庁（Environmental Protection Authonty）

の管轄であり、実施母体は、その問題のカバーする領域によって州（Reglonal）、圏（Zo

nal）、地区（Wereda）の関係局（農業局）である。

　環境影響評価（EIA）制度については、2000年現在では、その草案まではできているが、本

調査中には、その内容が明らかにはならなかった。

　現況では、各機関が独自に影響評価を行っている。例えばOIDAでは、イギリスの援助担当

局であるODA (Overseas Development Agency)の環境影響チェックリストを導入しており、

これをもとにプロジェクトの影響をチェックし、専門家によるミーティングのなかで確認する

ことが慣例となっているようである。インタビューによると、2001年を目安として、OIDA独

自の環境影響チェックリストを作成し、また影響評価の決定プロセスも、現況の協議によるも

のではなく、客観的で明確なものにしたいとの意向が確認された。

　現在、エティオピアには９つの国立公園が指定されている。調査対象地区に係るZiway湖

は、国立公園には指定されていなが、そこから更に80㎞ほど南下した所に、Abata, Shala,

Langanoという３つの大きな湖が並ぶ湖水地方があり、ここは国立公園として指定されてい

る。実際に調査団が訪れてみたが、周りを柵で分離していても、なかでは現地人が自由に漁業

を営み、また家畜も放牧されているなど、自然保護区としての管理が十分であるようには見受

けられなかった。

(3) その他関連プロジェクト等

　ドゥグダボラ地区における他の援助機関の動向を、聞き取り調査及びほかの資料からまとめ

ると以下のとおりとなる。

１）Self-help Intemationalはアイルランドに本部を置く組織であり、その活動は、以下に示

されるとおりである。

①　灌漑用ポンプ施設の設置

②　野菜種子、殺菌剤、殺虫剤の配布

③　融資及び市場サービス
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④　石鹸づくりなどの女性の所得向上運動

２）WIBS (Wereda Integrated Basic Services)は、メンバー数48名のローカルNGOである。

主にUNICEFからの資金援助により、以下の活動を行っているという。

学校へのポンプ施設の設置などの水道プロジェクト。

①　マイクロクレジット（互助貯金融資）の運営

②　種子の配布

③　保健衛生教育等

３）同地区にはMeki-Ziwayプロジェクトという3,000haの大規模灌概プロジェクトが、北朝鮮

の技術協力で実施されたことがある。しかしながら、その内の1,500haの政府による開拓地

の開墾にあたり、地域農民の移住を強制したため、プロジェクトが頓挫し、革命時に怒った

農民が施設を破壊してしまった経緯がある。いま、その施設は現地農民により一部修繕さ

れ、９つのポンプのうち２つが稼働しており、メキ市南東部のZiway湖周辺の灌概地区へ水

供給を行っている。
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第４章　本格調査実施上の留意点第４章　本格調査実施上の留意点第４章　本格調査実施上の留意点第４章　本格調査実施上の留意点第４章　本格調査実施上の留意点

４－１　基本方針

　本件カウンターパート機関であるOIDAは、オロミア州の機構改革で1999年９月にできたばかり

の組織である。同州の農業局が一般農地を対象とするのに対し、OIDAは「灌漑計画地」を定め、

その地域に対する「事業」を実施する役割を担っており、現在州内に104の「計画地」を有してい

る。

　協議の過程でOIDAは、メキ地域を灌漑計画地として指定したうえで、この地域の総合的な農村

開発計画に必要なマスタープラン（M/P）の策定と、その策定手法の技術移転を求めていることを

あきらかにした。その意味で特定の、例えばメキ川のダム建設に必要なファジビリティスタディ

（F/S）のためのマスタープラン（M/P）を必ずしも求めている訳ではない。

　対象とする調査対象地域は、メキ市を中心に20㎞×20㎞のおよそ400㎞２の地域であるが、水資

源はメキ川と南端のZiway湖の水、それに雨期の雨水に限られる。メキ川とZiway湖の水資源の賦

存量を把握し、その持続的な利用計画のオルタナティブを考えること、特にメキ川の適当な場所

におけるダム建設と、既存の（北朝鮮による社会主義時代の協力による）水利施設のリハビリが

優先的に検討される必要がある。

　また調査対象地域は、首都アディス・アベバから南へ130㎞、標高1,700ｍのリフトバレーのな

かにあるメキ市を中心とする地域で、年間降雨量は700㎜程であるが、短い雨期に集中している。

地形はほぼフラットで、エティオピア全土からみれば、農牧畜のポテンシャルが比較的高いと見

られている。灌漑による野菜、果物の栽培を除けば、天水利用のトウモロコシ、小麦、テフ等の

穀物の栽培と、牛、山羊の放牧を中心とする牧畜を組み合わせた、サハラ南縁で典型的にみられ

る営農形態であり、過放牧と過耕作により砂漠化の危機にさらされている地域でもある。

　したがって、この地区の農村総合開発を計画するにあたっては、

(1) 天水利用の穀物栽培の土地生産性の向上（化学肥料、改良品種の導入、マメ科の植物の導

入等）とそのことによる休耕地の拡大。

(2) 牛、山羊の飼育頭数の適切な管理（去勢、優良品種の導入、寄生虫の駆除、改良草地の造

成等）

(3) 防風、エロージョン防止、薪炭、家畜の餌を兼ねた多目的の木の植林によって、地域全体

の緑の保全、回復、流域の適切な管理を図るとともに

(4) 灌漑の効率的かつ持続可能な利用による農家所得の安定と向上を図ることが肝要と考える。

　地区内の農民の生活面からは、道路、電化等のインフラ整備、教育、保健衛生等配慮すべきこ

とは多々あるように見受けられた。「農村開発」の目的を農民の暮らしぶりの向上をめざすもの

と考えるならば、農民の眼に入るものすべてを対象として取りあげ、そのうえで解決の優先順位
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をつけるべきと考えるが、特に、飲料水の絶対的な不足と水質の悪さ（浅井戸のフッ素混入、深井

戸でも必ずしも安全とされない）が深刻な問題と思えた。この点については飲料水についても雨期

の天水を農家レベルで安価に貯えることができる施設の導入が有効ではないかと考える。

　今回の開発調査の目的は、

(1) メキ地域の灌漑、農村開発マスタープラン作成

(2) OIDA組織強化に繋がる技術協力

の２点で合意した。

　マスタープランについては、概定マスタープランの作成、実証調査の実施、マスタープランの

確定の手順で26か月の予定とし、実証調査については、概定マスタープラン作成の過程で先方と

相談して決めることとした。これはOIDAがこの調査に何を求めているのか－組織が新しく何もな

いなかであらゆることをしてほしいという希望－必ずしも絞り込めていないことによる。その意

味でこの開発調査はかなり技術協力に傾いたものとなろう。本格調査の実施期間については、実

証調査に何を取りあげるのかによって、柔軟に考えるべきで、26か月にこだわる必要はない。

　事前調査団としては、実証調査として①マスタープランの内容の妥当性の検討、②OIDAの組織

強化及び職員の能力強化に資する技術協力、を実施する方針をOIDAと確認した。例として次のよ

うな案件の中から選ばれることを想定しているが、概定マスタープラン作成の段階でOIDAの意向

をよく聞いて確定すべきと考える。

(1) 天水利用の農業、牧畜の改善

(2) 圃場レベルにおける灌漑効率の改善

(3) 農民コミュニティの強化

(4) 農家の生活改善（雨水の飲料水利用）

(5) 既存の灌漑施設の改善

(6) 水資源賦存量調査手法の確立

　いずれにしろメキ川流域全体の環境保全、地域の農業振興と農民の貧困の軽減という３つの視

点からバランスのとれたマスタープランの策定が望まれる。

　技術協力については、OIDAの組織強化につながることをめざすべきで、OJTによるものだけで

なく、必要な機材やコンピューターソフトの供与セミナーの開催等によるOFF-JTなどについても

考慮すべきである。セミナーについては、日本の灌漑事業や土地改良組合の事例などを発表する

ことも重要である。

　またマスタープランには、調査終了後のOIDAの組織強化策とそれに必要な外国からの技術協力

を求める分野についても提言されてよい。

　なお、事前調査団が作成した本調査のプロジェクト概要表（PD）、プロジェクト立地環境表

（SD）及び現地スコーピング用チェックリストをそれぞれ表4-1に示す。
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表4-1　プロジェクト概要表（PD）
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表4-2　プロジェクト立地環境表（SD）
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４－２　農業

(1) OIDAと農業局との連携

　OIDAは灌漑計画地における事業を実施する機関であり、農業局は一般農地における農業の

振興を目的とする機関である。農業に関係する機関が２箇所に存在することは、時としては、

役割分担などで問題が生じ、効率が悪くなるおそれがある。

　OIDAにはAgronomistがごくわずかしかいないこともあり、OIDAによる灌漑計画を農業の

振興に結びつけていくためには、農業局との密接な協力・連携が重要である。

(2) 耕地の保全

　乾燥に強い植物や防風林等によって、表土が吹き飛ばされることを防ぐ対策が早急に必要で

ある。また、不耕起栽培を導入することによって耕すことを最小限にするとともに、残株に

よって耕地の保全を図っていくことが重要である。

(3) 農業生産

１）天水農業

　乾期に訪れたため穀物の栽培状況の調査はできなかったが、おそらく栽培されている品種

は出穂期や稈長に関して、雑ぱくなものであると推測される。このことは、病虫害に対して

は、栽培作物の全滅を避けるという意味で効果がある。今後、新たに育成された品種が導入

されることが予測されるが、農薬が不十分なところでは、単一の品種のみに偏らないよう、

十分に注意する必要がある。

　また、適切な施肥量とその時期を中心とした栽培管理技術の栽培指針の策定が必要であ

る。

２）灌漑農業

　野菜などの園芸作物が中心となるために、きめ細かい栽培管理が要求される。まず、天水

農業の場合と同様に、適切な施肥量とその時期を中心とした栽培管理技術の栽培指針の策定

が必要である。

　さらに、塩類集積が起きないように灌漑圃場を適時取り替えるなどの対策とともに、連作

障害に対しては、的確なローテーションを計画することが重要である。　

　灌漑農業が普及すると、水管理の問題が生ずることが予想される。メキ川全域の水管理を

どの機関がどのように行うのか、検討する必要がある。また、野菜などの供給が過剰になら

ないように、市場における需給情報のシステムづくりが望まれる。

３）畜産

　優良な家畜品種の導入と優良な草地の育成により、家畜数を減少させ、耕地の保全を図る
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ことが重要である。農業収入を牛の購入に利用するのではなく、農業等の拡大再生産のため

に利用するように普及員の強力な指導が望まれる。

　また、畜産物の加工利用はあまり行われていないが、優れた加工利用技術の導入により、

より収益性の高い畜産を確立することが重要である。

(4) 市場・流通

　灌漑農業におけるもっとも重要な問題は、野菜市場が確立していないことであるとOIDA職

員も指摘するように、市場原理による適切な価格の決定が必要である。そのためにも、普及員

が共同出荷体制の有利性を農民に伝えることが重要である。さらに、協同組合を組織すること

によって、共同購入、出荷、金融支援を行うことが望まれる。

　将来的には、農民組織が、市場の需給のバランスをみながら、より収益性の高い作物を作れ

るような的確な情報を得られるシステム作りが期待される。

　現地調査をした際、メキの町では道路の舗装改修工事が行われており、アディス・アベバへ

のアクセスが容易になることが予測される。メキ地域を首都の食料基地として位置づけること

は、メキ地域の農業振興にも役立つと考えられる。

(5) 普及、試験研究

　農民に対して指導すべき事項は、作物の栽培方法、営農指導や農民組織作りをはじめとし

て、非常に多いため、普及員の数、質の向上が望まれる。

　OIDAには試験研究機関はなくまた、Agronomistも少ないために、農業の発展を推進してい

く上では、農業局との密接な連携が重要である。農作物の安定生産のためには、穀物に関して

は品種比較試験及び耐干性の強い品種の育成が期待され、野菜に関しては品種の比較試験とと

もに適切な施肥量の決定が期待される。

４－３　農業農村基盤

(1) 灌漑開発の考え方

　当地区は、天水農業地帯であり、河川取水等を通じて雨期、乾期の補水灌漑を行い、収量の

増をめざす。このため、まず、メキ地域の水資源腑存量把握などの開発ポテンシャルの把握を

行い、開発プログラムの代替案の作成・検討を行う。

詳細は本格調査内で検討されるべきであるが、事前調査の結果として次の方針が想定される。

１）ズワイ湖周辺での既存の灌漑システムのリハビリを中心とした灌漑施設の軽微な整備

２）給水施設整備及び、衛生施設（集会所含む）

　ただし、これらについては、大規模な施設の建設やシステムの構築を前提とした事業実施
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をめざすものではない。　

３）天水農業地区においては、河川取水を通じて、播種、定植用の暫定用水の確保を行う。併

せて、当地区の土性にあった土づくり、不耕栽培、輪作体系などを確立する。小規模な単位

での灌漑システムを行うことが望ましいと考えられる。

以下、各計画方針について補足する。

(2) 灌漑計画

　本調査においては、主に次の３つの灌漑方法について調査・検討することが想定される。

１）メキ川の水資源開発による灌漑計画

　メキ流域の水資源腑存量の把握により、灌漑農業、天水農業のエリア分け及び灌漑優先地

区の選定が可能となる。特に以下のことを留意。

①　集水流域の把握

　河川流域が大きいため衛生画像（ランドサット・データ等）を利用した流域解析、水文

解析

②　ダム予定地点での基礎データの収集

　メキ川上流部での水量、気温等のデータの観測・観測体制づくり。

③　基礎等の確認

　ダム予定地点及び取水地点における踏査及び、ボーリング等による基礎の状況把握

④　ダム開発に係る測量及び概略設計。また、概算工事費の把握

　ダムサイト、タイプの決定、ダムの規模、貯水量の把握、コスト／ベネフィットに注意

⑤　幹線用水路の測量及び概略設計。また、概算工事費の把握

　取水位置、幹線用水路のルート、規模等

⑥　ダム、幹線水路の維持管理組織、維持管理体制についての責任区分の整理が必要

２）Ziway湖周辺の水利施設のリハビリによる灌漑計画

①　Ziway湖の利用可能水量の把握

　Ziway湖の水収支解析。特に水位、流入量（２箇所）、排出量（１箇所）堆砂量等のモ

ニタリング。併せて、流量観測体制の確立。

②　現在、北朝鮮の協力により建設された水利施設（揚水機場）があり、Ziway湖からメキ

川への反復灌漑を実施中。メキ川を中心にして両岸で3,000haの灌漑計画であったが、現

在700haの灌漑しか行われていない。この施設のリハビリ及び簡易な灌漑施設（分水施

設、堰）の整備を行うことにより水利用の効率化を図り、Ziway湖周辺の灌漑面積の拡大

を図る。問題点として、管理、運営組織の確立が問題である。旧政権下の国営農場制への

反感等がある。
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③　既設水路の規模の妥当性

３）メキ川の河道内貯留による灌漑計画

　河川が深く彫りこまれており、河川勾配がないため上流地点での取水となる。タイプは堰

で、河道内で段階的に水を貯留する。乾期の水量が少ないため、乾期は補水灌漑。取水後は

パイプライン又は開水路となるが、コスト／ベネフィットを十分注意する。

(3) 農業農村開発

　道路については、ある程度整備されており、当地区でもっとも必要とされているものは飲料

水であると思料される。しかし、浅井戸ではフッ素、塩分などの影響があることが懸念され

る。必要に応じて、水質調査等を行う必要がある。

　また、エティオピア衛生施設、集会所等についても、エティオピア全国の実状を踏まえ、最

低限必要なレベルを確保することを目的として検討する必要がある。

(4) 流域保全

　当地区の土壌、気候及び風速等の影響により土壌流亡がかなり進んでおり、住民参加による

流域保全対策が必要であると思料される。土づくり、栽培方法などと併せて、表土の確保につ

いて対策が必要である。

　また、メキ川流域全体の、河川への土壌浸食の影響をモニタリングすることも、重要である

と思料される。

(5) 実証調査

　実証調査については、現時点での絞りこみは不可能であるが、現時点で以下の実証調査が考

えられる。

①　既存のプロジェクトの改善、OIDAの組織強化

　OIDAが実施している104箇所の灌漑スキームのなかで、特にExtensionを中心とした実

証調査。灌漑スキームの中からモデル地区を選定し実証調査として行う。また、OIDAの

Institution Buildingを目的とした実証調査。

②　天水農業における土づくり

③　当地区は、高温、乾燥地区であり、有機分が分解され団粒構造を形成せず、保水性、水

はけが不良であり、作物栽培に適さない懸念がある。化学肥料の使用と併せ、土づくりに

よる天水農業の振興を検討することが望まれる。

④　圃場レベルでの灌漑効率の改善、既存灌漑施設の改善

⑤　農民の生活改善、等
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４－４　農村社会開発

(1) 農村住民の幸福の尺度

　プロジェクトがもたらす農民の生活の向上をどのように評価するかについては、なるべく多

くの指標を用い、多角的に評価していくことが必要である。

　オロミア州ドゥグダボラ地区の農村部では、農民が自分で作った作物を自分で食料として消

費してしまう「自給自足」の状態であり、金銭による経済体系が成り立っていない地域であ

り、既存の金銭収入による尺度のみでは、「農民の生活の向上」は測りきれない。

　このため、農民の資産を金銭価値に換算したり、HDI（人間開発指標）やHPI（人間貧困指

標）などの社会的発展・影響を測る手法も検討することが有用である。なお、インタビューに

よると、農民の幸福な状態は、「牛の数」「良い家（屋根）」「子供の数」などに反映される

という意見があった。このような目に見える変化も評価に取り入れることも検討されたい。

(2) 農業集団組織化へのアレルギー

　現在13の灌漑組合が組織されているが、農作業や燃料購入などは個人ベースで行われてい

る。通常の組合活動にみられるような、共同出荷や土地の統合などの集団的な活動はみられな

い。その主な理由の１つとして、社会主義時代の集団農場への嫌悪感が指摘される。現在で

は、総合的な農民組合が、すぐに受け入れられない状況にある。一方で、大きな消費市場であ

る首都アディス・アベバの郊外部には、共同出荷や種の共同購入を行う農民グループが出てき

ていることは印象的であった。共同化にも発展段階があり、その発展段階及びその背景十分に

見極め、より実効的な対策を検討することが必要であると考えられる。

(3) ジャルソ（長老）システムとの関連

　慣習として、長老による問題解決制度、ジャルソ（長老）システムが根強く残っている。影

響は非常に強く、殺人事件でさえも民事上で解決してしまう。もちろん、水利権問題にも多大

な影響を持つものと考えられる。現地の日本人専門家の話によると、隣国ケニアにも同様の制

度があり、フィンランドが灌漑計画を実施した際に、長老などの慣習制度を無視したために、

事業化が滞ってしまったということも聞かれた。一方、ケニア政府が主導した同地区の灌漑計

画は、既存の慣習を踏襲しながら進めたために、スケジュール的には遅れたが、事業としては

成功を収めたとのことである。

　本調査でも、ジャルソなどの慣習は、検討するに値する重要な位置を占めるものと思われ

る。またOIDAの職員も、ジャルソ・システムの重要性を認識していたと見受けられる。明文

化された制度ではないために、把握が難しいが、これら慣習に基づく住民の行動様式を踏ま

え、計画に組み入れることが重要である。
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(4) 知識共有化

　本調査の目標の１つとして、OIDAへの組織力と人材の育成があげられ、自立発展性の観点

から、カウンターパートへの知識・技術の伝達が十分に行われることが望まれる。ここで問題

となるのは、現地では「知識・技術」は財産という意識が強いということである。つまり、知

識が個人の財産となれば、知識が人に伝達しない。知識伝播の第二波以降が起きにくい可能性

が考えられる。また本プロジェクトの終了後、有能人材の離職を招く危険性も憂慮される。個

人から個人への知識の伝達のみならず、それを組織全体の知識としてどのように共有化を図っ

ていくかが課題である。

(5) 弱者への配慮

　現在、ドゥグダボラ地区の農民の大部分は、都市住民に比べれば一様に貧しく、低レベルの

生活で平等を保っているが、今後、灌漑農業が進み、農業の産業化が進められることによっ

て、格差が生まれる可能がある。

　そのなかで、移転対象住民、土地のない人、女性、非識字者、などの弱者にとって、本プロ

ジェクトの実施時に、どのような影響が出るのかを、十分に把握し、必要な対策を講じること

が必要である。

(6) 社会データの入手

　農村社会開発関連データの入手方法として、現地のサンプル調査やキーインフォーマントへ

の聞き取り調査などが考えられるが、一方で、エティオピアでは1994年に大規模な国勢調査が

行われており、その内容は家族構成から家の材質、そして教育程度や職業までも含み幅広く、

これは安価に入手できる安定した資料である。

　発行されている『The 1994 Population and Housing Census of Ethiopia』（シリーズに

なっており、オロミア州版は全５巻）には、ドゥグダボラ地区つまりDistrict（Wereda）のレ

ベルでしかまとめられていないが、貴重な生データであることから本格調査中に確認された

い。なお、Central Statistical Authorityが所轄している。
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